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論文審査の結果の要旨

本論文は、高度経済成長期までに入職し、終身雇用という働き方で代表される長期雇用世代と、 1990年代以降の離

転職者が増大する、雇用が流動化した時代に入職した世代とを比較しながら、このような世代聞の差異はなぜもたら

されたのか、そして雇用の流動化した近年は、階層論として何が問題であるのかを、パネル調査データを用いて分析

するものである。

これまで、長期雇用から雇用の流動化へという変化は、景気の変動や日本型雇用慣行の変容、非正規雇用の増大と

いったマクロな社会経済的要因によって説明することが試みられてきた。しかし、マクロな要因では十分に説明しき

ることができないため、本論文では、ライフコースの視点を導入し、ミクロな個人の意識がどのように離転職の選択

という行動と結びつき、働き方に影響したのかを明らかにしようとする。

まず、仕事に満足する人の割合を見てみると、長期雇用世代も流動化世代もほとんど差はなく、仕事に対する不満

が増大しているとはいえない。つまり、住事への不満が増大し、離職が増え、雇用が流動化しているとはいえなかっ

た。次にパネル調査データの分析の結呆、 79年時点の仕事への満足は、その後の離職に影響しておらず、長期雇用世

代は、住事への満足・不満足にかかわらず、勤続したことが明らかになった。一方で雇用流動化世代では、仕事が不

満であることが離職にもっとも大きな影響を及ぼすことがわかった。つまり、長期雇用から流動化へという変化は、

人々の仕事に対する満足度が変化したためではなく、仕事への満足・不満にかかわらず勤続した世代から、不満によ

り離転職する世代へと働き方が変化したために起こった社会変動と考えられる。

さらにそれぞれの世代内での差異を分析すると、長期雇用世代では相対的に豊かさを享受していない中小企業のプ

ノレーカラー層は、仕事に対して不満であれば離職していたことから、逆にこの世代の豊かな層は、その豊かさを維持

するために不満でも勤続することを選択したと考えられる。一方、雇用の流動化世代においては、プルーカラー層が

仕事への不満・満足にかかわらず、勤続していた。つまり、移動の機会が制限されている。さらに非正規雇用層は、

不満・満足にかかわらず、離職率が高く、離職を強いられているといえる。つまり流動化世代の若者は、本人の意志

とは関係なく、勤続したり、離職するなどして、働くのである。このように自らの職業意識に従って、働き方を決め

ることができない若者が存在し、かつまた彼らは低い階層に偏って存在していることが雇用の流動化を特徴とする時

代の新たな階層問題である。

本論文は、マクロな要因を整理した上で、ミクロな視点から雇用の変化を論じたこと、ライフコースの視点を導入

し、パネル調査データをイベントヒストリー分析の手法で分析したことなど、従来の研究と比べて新しい視点や方法

が導入されていることも評価されるが、何よりも階層論の原点に立ち返って、移動と不平等を考察している点が商〈

評価される。一つの会社で勤続し、離転職を繰り返さないという常識的な望ましいとされる職業観に対して、社会移

動は社会の開放性につながる、移動しないことは階層構造の閉鎖化を招くという視点が貫かれており、それ故に職業

において個人が自律的に働き方を決めることができない階層の出現が雇用の流動化時代の新たな階層問題であるとい

う主張が大きな意義を持っていると考えられる。

以上より、本論文は、博士(人間科学)の学位授与にふさわしいと判断された。


